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研究成果の概要（和文）：森林保全に適した自発的参加型プログラムのインセンティブ設計を検討した。ノルウ
ェー森林多様性保全プログラムへの参加契約データを用いた計量分析から、森林所有者の参加行動を規定する要
因を分析した結果、保全プログラム参加後の期待経済利益が高い所有者ほどプログラム参加へのハードルが低く
なることが判明した。私有地保全のインセンティブ設計では、保全に適した空間的特性を担保するにあたって、
近接所有者間の協調行動が重要となる。本研究では階層的な集積ボーナス制度を提案し理論および実験による分
析の結果、地域における協調成功に対してボーナスを支払うスキームが保全地域の連続性の確保に貢献しうるこ
とを示した。

研究成果の概要（英文）：We first analyze what motivates Norwegian forest owners to participate in a 
national voluntary conservation program. The results suggest that forest owners’ expectation of 
sustainable non-timber income enhanced by the program has strong positive effects on the likelihood 
of participation. Second, we propose a hierarchical agglomeration bonus mechanism to create 
incentives for agents in a hierarchical spatial structure to promote coordination among agents at 
desired spatial levels. The results show that allocating a higher portion of the total agglomeration
 bonus to local-level bonuses sharply reduces coordination failure and facilitates a consensus on 
selecting the payoff dominant strategy at the local-level, leading to a larger-scale, global-level 
successful coordination. The results suggest that the locally weighted scheme can contribute to 
habitat connectivity as well as successful global coordination.  

研究分野： 経済学
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１．研究開始当初の背景 
	 森林生態系サービスの安定供給には適切
な森林保全管理が欠かせない。日本は世界有
数の森林率を誇る森林大国であるが、1980
年頃から森林管理の放棄が社会問題化して
いる。特に国内森林面積の約７割は私有林が
占めており、その管理を担う森林所有者は高
齢化や不在村化が進行し所有する森林との
関わりが希薄化している。一方で近年ではカ
ーボンオフセットや生物多様性オフセット
が世界的に注目を集めており、生物多様性保
全と調和する持続的で新しい形の森林利用
管理が緊急の課題となっている。 
	 アメリカの絶滅危惧種法制定以降、国立公
園などの国有林とは異なり、直接的な規制政
策は私有林保全に有効でないことが明らか
になった。従って、森林生態系の保全管理に
は私有林所有者の自発的な参加協力を高め
る必要がある。そこで近年、規制政策に代わ
り補償や費用負担を伴うインセンティブプ
ログラムへの森林所有者の自発的参加に注
目が集まっており、実証研究が増加している。
北欧や南米などの諸国では、森林生物多様性
を保全する代わりに森林所有者に金銭的補
償が行われるプログラムが導入されはじめ
ている。しかし、所有者の自発的参加に頼る
メカニズムには課題も多く、効果的かつ効率
的に保全が達成されるメカニズムの検討や
所有者の参加行動の解明が強く求められて
いる。 
 
２．研究の目的 
	 私有林保全を目的とした自発的メカニズ
ムは、所有者と政府当局間での対立が生じに
くいなど比較的合意が得やすいため、近年世
界的に注目を集めている。しかし、あくまで
も公共財の自発的な供給になるため、所有者
の参加協力率を高めることが大きな課題と
なる。また、所有者個人の意思決定なので、
保全地域が分断化してしまう可能性が高く、
連続した参加地域の確保が大きな課題とな
る。また、小規模な森林所有者は地方の集落
に属していることが多く、集落内の所有者間
の社会的相互作用が保全プログラムへの参
加行動の鍵となる可能性が高い。 
	 そこで、本研究は社会的相互作用といった
行動経済学的視点を考慮した上で、高い参加
協力率かつ保全地域が連続するような自発
的参加型保全プログラムを提案し、ラボ（実
験室）実験およびフィールド実験を用いてそ
のメカニズムのパフォーマンスを検証する。 
	 第１に、森林所有者の保全プログラムへの
自発的参加行動を規定する要因を解明する。 
	 第２に、参加協力率を高めかつ参加が空間
的に集積するインセンティブを設計し、ラボ
実験にてそのパフォーマンスを検証する。 
	 第３に、実際の森林所有者を対象として、
ラボ実験の外的妥当性を検証すると同時に、
実際の自治会内に存在する社会的相互作用
が戦略的ゲームにおける意思決定に与える

影響を分析する。 
 
３．研究の方法 
	 本研究は、生物多様性保全に適した自発的
参加型プログラムのインセンティブを設計
するために、実証分析・ラボ実験・フィール
ド実験という複数のアプローチを用いて分
析を行う。 
	 第 1に、森林所有者の保全プログラムへの
参加行動を規定する要因を解明するため、愛
媛県久万高原町で実施されている森林管理
プログラムへの実際の参加行動をセンサス
データ及びアンケートデータを用いて分析
する。また、ノルウェーの森林所有者のノル
ウェー森林生物多様性保全プログラムへ参
加行動に関しても同様の分析を行う。 
	 第 2に、全体的な参加率を高め、空間的に
連続した保全地域を確保するメカニズムを
解明するため、理論研究に基づいたラボ実験
を用いた分析を行う。理論分析およびラボ実
験にて用いるゲームとして、複数プレイヤー
スタグハントゲームに空間的階層グループ
構造を導入した協調ゲームを開発する。 
	 第 3に、実際の森林所有者を被験者とした
フィールド実験を行う。愛媛県久万高原町在
住の山村民を参加者とした訪問型フィール
ド実験を実施する。社会グループとして、実
在する自治会を利用する。 
 
４．研究成果 
(1) 私有林の適切な保全管理を実現する政策
手段として、自発的参加型プログラムは望ま
しい性質を有している。しかし、プログラム
の歴史はまだ浅く、森林所有者の行動原理の
理解は重要な研究課題となっている。 
	 森林所有者の機会費用や所有動機は多様
である。効率的な保全管理を実現するには、
所有者の行動原理を理解し、どのような所有
者を政策ターゲットにするかを見極める必
要がある。私有林における森林保全や持続的
な森林管理の機会費用は多様であることが
多い。よって、機会費用が低い森林区画から
保全することが効率性の観点から望ましい。
また、裏を返せば林業所得などの機会費用が
低い森林所有者ほど保全プログラムに参加
しやすいことが推測される。 
	 ノルウェー森林多様性保全プログラムへ
の参加契約データを用いて、所有者の参加行
動を計量分析した結果、参加行動を規定する
要因として、補償額、居住地、林業所得、保
全プログラム参加後の期待経済利益などが
判明した。保全プログラムへの参加後も経済
利益が期待できるプログラム設計が重要で
ある。さらに、一般に高い補償額や短い契約
期間は所有者にとってのプログラム参加の
ハードルを下げる。また、居住地が所有森林
から離れている所有者や機会費用の低い所
有者ほどプログラムに参加しやすい。 
(2) 生物多様性保全に適した制度を設計し、
ラボ実験を用いてその効果を検討した。土地



所有者の自発的参加行動に依存する私有地
保全政策の制度設計では、 保全区域の生物
多様性保全に適した空間的特性を担保する
にあたって、いかに近接所有者間の協調行動
を促すかが重要となる。本研究では、複数プ
レイヤースタグハントゲームに空間的階層
グループ構造を導入し、地域（ローカル）グ
ループの協調成功への地域支払と広域（グロ
ーバル）グループの協調成功への広域支払を
政策変数とした階層的集積ボーナス制度
（HAB）を提案した。 
	 理論分析からは、地域支払を重点配分する
地域支払スキームは、他のスキームがもつ利
得支配ナッシュ均衡とリスク支配ナッシュ
均衡に加え、パレートランクのナッシュ均衡
をもつことで、地域レベルの協調成功の頑健
性を高めることが示された。 
	 実験結果は地域支払スキームが優れてい
ることを示した。第１に、個人レベルでみて、
被験者が利得支配戦略をとる尤度が最も高
い。平均でみて地域支払スキームでは、約
90％の被験者が利得支配戦略を選択したが、
他のスキームでは 50％以下であった。第２に、
利得支配戦略で全員一致する地域グループ
の頻度が高い。地域支払スキームでは過半数
の地域グループが利得支配戦略で全員一致
が達成されたが、他のスキームでは、リスク
支配戦略での全員一致が過半数を占めた。第
３に、結果的に広域レベルでの協調成功を促
進する。ほぼ半数の広域グループで利得支配
ナッシュ均衡が達成された。これは、グルー
プサイズが 9人のスタグハントゲームとして
は協調成功がとても高いといえる。この結果
は、地域支払スキームが保全地域の連続性と
十分な保全地域の確保に貢献しうることを
示唆している。 
(3) 協調行動を高めうる政策スケールを検討
すると同時に、ラボ実験による政策評価の欠
点といえる外的妥当性の問題を補完するた
め、愛媛県久万高原町の一般住民を実験協力
者としたフィールド実験の結果を分析した。
日本において、生物多様性の供給者となって
いる私有地所有者の多くは、農山村の住民で
ある。日本の農山村には、集落や自治会とい
うつながりの強い社会的ネットワークが構
成されており、そのような既存のネットワー
クを政策に利用できるかは効率上重要かつ
経済学における最先端の課題といえる。 
	 フィールド実験は、23の自治会から 101世
帯の協力を得て訪問型フィールド実験とし
て実施された。調査員の説明の後、金銭的イ
ンセンティブが課された囚人のジレンマゲ
ームとスタグハントゲームを行った。実験群
（コミュニティマッチング）では、被験者は
実験ゲームの相手が同じ自治会の住民であ
ることを理解している一方で、対照群（ラン
ダムマッチング）では、被験者は実験ゲーム
の相手が他の自治会に属する久万高原町の
住民であるということを理解している。 
	 実験結果からは、農山村における自治会の

ような既存の社会的ネットワークの利用が
協力や協調を高めることが確認された。同じ
自治会の住民からなるグループにおける協
力率の方が、異なる自治会の住民からなるグ
ループにおける協力率よりも高い。久万高原
町における住民を対象としたフィールド実
験では、全体で協力率と協調率が共に約 90％
と極めて高かった。大学生を被験者とした実
験室実験における協力率は約 25％、協調率は
約 40％であり、フィールドとラボ実験とで大
きな乖離が観察された。 
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